
○江東区地域自立支援協議会設置要綱 

平成２０年１月２１日 

１９江保障第２４４４号 

改正 平成２１年１０月１４日２１江保障第１６２０号 

平成２２年３月２３日２１江保障第３４０４号 

平成２４年５月１０日２４江福障第３７２号 

平成２５年４月１日２５江福障第３５８号 

平成２８年３月３１日２７江福障第３５６４号 

平成３１年４月１日３１江福施第１１９８号 

令和２年３月３０日３１江福施第１７１０号 

（設置） 

第１条 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成

１７年法律第１２３号）第８９条の３及び障害を理由とする差別の解消の推

進に関する法律（平成２５年法律第６５号）第１７条第１項の規定に基づき、

障害者及び障害児（以下「障害者等」という。）が基本的人権を享有する個

人としての尊厳にふさわしい日常生活又は社会生活を営むことができる地域

社会の実現に向け、地域における障害者等への支援体制を整備するとともに、

障害者差別に関する相談、紛争等の防止、解決の推進等の取組を効果的かつ

円滑に行うため、江東区地域自立支援協議会（以下「協議会」という。）を

設置する。 

（所掌事項） 

第２条 協議会は、次の事項について所掌する。 

(1) 相談支援事業の運営に関すること。 

(2) 困難事例への対応のあり方に関する協議及び調整に関すること。 

(3) 地域の関係機関との連携体制の構築に関すること。 

(4) 地域の社会資源の開発及び改善に関すること。 

(5) 障害者差別に関する相談等に係る協議に関すること。 

(6) 地域における障害者差別を解消するための取組に関する提案に係る協

議に関すること。 

(7) 前各号に掲げるもののほか、協議会において必要と認めること。 
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（組織） 

第３条 協議会は、次に掲げる者のうちから、区長が委嘱又は任命する委員２

０人以内をもって組織する。 

(1) 学識経験者 

(2) 保健医療関係者 

(3) 就労支援関係者 

(4) 権利擁護関係者 

(5) 教育関係者 

(6) 障害者団体等の代表者 

(7) 相談支援事業者 

(8) サービス事業者 

(9) 区職員 

(10) 前各号に掲げるもののほか、区長が必要と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、委嘱の日から翌年度の末日までとし、再任を妨げない。 

２ 補欠による委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長及び副会長） 

第５条 協議会に会長及び副会長を置き、委員の互選により選出する。 

２ 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、その職務を代理する。 

４ 会長及び副会長に事故あるときは、あらかじめ会長が指名する委員がその

職務を代理する。 

（運営） 

第６条 協議会は、会長が招集する。 

２ 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させるこ

とができる。 

（部会） 

第７条 協議会は、必要に応じて部会を置くことができる。 

２ 部会長は、第３条に定める委員の中から会長が指名する。 

３ 部会長は、必要に応じて部会を招集し、会務を総理する。 



４ 部会の構成員及び運営事項については、別に定める。 

（個人情報の保護） 

第８条 協議会及び部会の関係者が会議で使用する個人情報の取扱いについて

は、別に定める。 

（庶務） 

第９条 協議会の庶務は、障害福祉部障害者施策課において処理する。 

（委任） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は会

長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２０年２月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の日以後、最初に委嘱される協議会の委員の任期は、第４

条の規定にかかわらず、平成２１年３月３１日までとする。 

附 則 

この規程は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成２４年４月１日から適用する。 

附 則 

この規程は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、令和２年４月１日から施行する。 

 


